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プロジェクト概要 “Regenerative Campus”の創造

エントランスプラザより昇降口を見る
■小中高一貫教育の展開事業

■京都市伏見区深草キャンパスから

ランチ
ルーム
ランチ
ルーム

メディアセンターメディアセンター

昇降口昇降口 小ホール小ホール

大教員室大教員室

大ホール大ホール 大ホール大ホール

吹抜吹抜

吹抜吹抜

■京都市伏見区深草キャンパスから
長岡京市への移転

■生徒・教職員数：約2000人

敷地面積：42,208.66㎡メディアセンタメディアセンタ 大ホ ル大ホ ル 大ホ ル大ホ ル

吹抜吹抜

敷地面積 42,208.66㎡
延床面積：38,550.47㎡

(守衛室，部室等は除く)

主要構造：鉄筋コンクリート造
（一部鉄骨造）

階 数 階 階

第2アリーナ第2アリーナ 第3アリーナ第3アリーナ

第1アリーナ第1アリーナ

階 数：地下１階 地上６階

JR側からの鳥瞰1階平面図 地下1階平面図 2階平面図 3階平面図

格技場格技場 25mプール25mプール



“Regenerative Campus”に向けた5つの柱と取組み

▲14.1㎏/㎡・年

（46 7 ）
30.2

（46.7％削減）

移転前キャンパス実績 16.1実績
をベースとした

本計画ベンチマーク

16.1

比較対象 提案 (㎏/㎡・年)

“Regenerative Campus”をつくる 建築・設備計画の一体的取組み



1. 地域性を活かした計画 ▲1.24 kg-CO2/㎡・年

配置ダイアグラム

2. 自然エネルギー利用/2-1.ゼロ エネルギー アトリウム ▲2.04 kg-CO2/㎡・年



2-1 ゼロ エネルギー アトリウム ▲2.04 kg-CO2/㎡・年

（MJ）

【月別エネルギー収支】 【年間エネルギー収支】

省エネ対策前

省エネ対策後

蓄電活用
（40ｋＷｈ）

） 射熱負荷 減 熱性を高 た 装

2-2 教室における取組み ▲4.53 kg-CO2/㎡・年

1） 日射熱負荷低減・断熱性を高めた外装
2） 昼光利用
3） ＧＨＰの ンジン回転数最適化3） ＧＨＰのエンジン回転数最適化
4） 全熱交換器による

CO センサ 外気導入量制御CO₂センサー外気導入量制御
5） アトリウムとのカスケード空調
6） 全熱交換器によるナイトパージ6） 全熱交換器によるナイトパージ



2-3 体育館における取組み ▲1.75 kg-CO2/㎡・年

1） LED照明

2） 床輻射空調

3） マルチフロアチムニー
による自然換気による自然換気

■ デマンドコントロールイメージ■ デマンド制御システム

3．ピークカットに寄与する電力デマンド低減 ▲2.82 kg-CO2/㎡・年

■ デマンドコントロールイメージ■ デマンド制御システム
コージネレーションによる削減

蓄電池の放電による削減

4 災害時の地域貢献と省エネの両立 ▲0 17 kg-CO /㎡・年4．災害時の地域貢献と省エネの両立

■電力・ガス・水の継続供給

▲0.17 kg-CO2/㎡・年

災害時避難場所として開放

【体育館の災害時避難場所対応】 LED照明

コージェネレーションコ ジェネレ ション
システム
太陽光蓄電システム



5.学校活動と連携した環境への取り組み ▲1.54 kg-CO2/㎡・年

■エネルギーの試す化
見える化設備を利用して、エネルギー教育の一環として生徒と共に省エネルギーチューニングを行っていきます。

時間割を利用 た省 ネシ ム■時間割を利用した省エネシステム
授業時間割に合わせたスケジュール制御を行います。

まとめ

立命館中学校・高等学校長岡京新キャンパスでは、

以下の点を実現します。

・地域に根ざし、自然エネルギーを積極的に活用した省CO2化

・省CO2技術を活用した、社会的要請への貢献

生徒 日々 活動や環境教育と 建物技術とが 体となる・生徒の日々の活動や環境教育と、建物技術とが一体となる

エコキャンパス

海外高校 の キ パ の取組の発表

これらの技術と仕組みに積極的に取組み、汎用化することで、

学校建築物における省CO 技術の普及に寄与していく所存です

海外高校でのエコキャンパスへの取組の発表

学校建築物における省CO2技術の普及に寄与していく所存です。



2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成24年度第2回国土交通省 平成24年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

ミツカングループミツカングループツ ングツ ング
本社本社地区再整備プロジェクト地区再整備プロジェクト

提案者提案者 ：： 株式会社株式会社 ミツカングループ本社ミツカングループ本社提案者提案者 ：： 株式会社株式会社 ミツカングル プ本社ミツカングル プ本社

設計者設計者 ：： 株式会社株式会社 石本建築事務所石本建築事務所設計者設計者 ：： 株式会社株式会社 石本建築事務所石本建築事務所

株式会社株式会社 ＮＴＴファシリティーズＮＴＴファシリティーズ

1.1.地区の概要地区の概要

ミツカン創業の地・・・愛知県半田市

江戸時代以降 『２００年の伝統』 を受継いでいる

運河沿いの風景

・名古屋市

10km

20km

・東京

・大阪

名古屋市

・

半田市
伊勢湾

愛知県半田市中村２ ６他

大阪
・

半田市
知多湾

1

愛知県半田市中村２－６他



2.2.プロジェクト概要プロジェクト概要

本社棟＋新研究棟

新企業情報本社棟（築20年）の改修

伝統 革新 環境

新企業情報
発信施設

半田駅

・本社棟（築20年）の改修
・研究棟の新築
・第一工場 → 企業情報発信施設の新築

半田市役所新中間実験棟

・第三工場 → 中間実験棟の新築

「４つの施設を同時進行で再整備する」
地域リノベーション地域リノベーション

本社棟（地上12階 延床面積 9189 75㎡）本社棟（地上12階、延床面積 9189.75㎡）
新研究棟（地上６階、延床面積 6,600㎡）

新企業情報発信施設
新中間実験棟 （地上２階、延床面積 5,320㎡）新中間実験棟
（地上１階、延床面積1,860㎡）

全体鳥瞰イメージパース
2

3.3.地域環境ポテンシャルと省地域環境ポテンシャルと省COCO２２技術技術

Project① 本社棟
・大温度差蓄熱システム
・改修による外皮高断熱化
・ダブルステップエアフローシステム

Project③ 新企業情報発信施設
・トータルエネルギーシステム
・トロンべウォールシステム

・河川冷却による自然通風システム
・特殊拡散光ブラインド＋明るさ感照明制御
・エネルギーの見える化システム（指令）

河川冷却による自然通風システム
・太陽光発電システム
・エネルギーの見える化システム（発信）

太陽光
パネル

第二工場跡地

「人」
ミツカンと地域のつながり

「土」「土」

太陽光
パネル

第二工場跡地

半田運河

「土」
地中熱の予冷予熱利用

「土」
地中熱の予冷予熱利用

「光」
豊富な太陽エネルギ

太陽温熱水
パネル

豊富な太陽エネルギー

「水」
既存井戸の有効利用

井戸

全体 置

「風」
半田運河の河川冷却風

旧萬三敷地

全体配置図

Project④ 新中間実験棟

・太陽熱温水パネルシステム
・新企業施設へ温水を融通するシステム

Project② 新研究棟

・河川冷却による自然通風システム
・太陽光発電システム 新企業施設 温水を融通するシステム

・河川冷却による自然通風システム
・エネルギーの見える化システム（監視）

3

太陽光発電システム
・非常時に本社棟へ電力融通するシステム
・エネルギーの見える化システム（監視）



4.4.省ＣＯ省ＣＯ２２技術の特徴技術の特徴（テーマ（テーマ11）） 本社棟

1. 既存建物のストックを最大限有効活用した経済的な負荷平準化システムの整備

二次側冷温水排熱カスケードを利用した大温度差蓄熱システムの構築

改修後改修前 冷却塔

水冷個別

高効率空冷ﾁﾗｰ
（大温度差仕様）

水冷個別
HP

空調機

熱交換器

空調機+FCU+HP
（熱ｶｽｹｰﾄﾞ利用）

熱交換器

既存蓄熱温度

⊿ｔ＝5℃
改修後最大
⊿ｔ＝15℃

冷凍機

熱交換器 熱交換器
大容量化

二次側は
水冷個

既設蓄熱槽920m3 分割蓄熱槽1 分割蓄熱槽2

大容量化
による二次
側の蓄熱
運転利用

水冷個別
HPによる
単独運転

1,000
kW 電灯動力 熱供給用

1,000
kW 電灯動力 熱供給用

分割蓄熱槽1 分割蓄熱槽2

夜間低温+大温度差によるＣＯＰ向上効果

0

500

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22
0

500

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 220 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22
時刻

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22
時刻

既設システムによるピーク電力使用量 大温度差蓄熱改修による電力負荷平準化
4

4.4.省ＣＯ省ＣＯ２２技術の特徴技術の特徴（テーマ（テーマ11）） 新企業情報発信施設

1. 既存建物のストックを最大限有効活用した経済的な負荷平準化システムの整備

解体建屋の木材を有効活用したトロンベ・ウォールシステム

日射を通過するガラスと、日射
を蓄熱し再放射することのできを蓄熱し再放射することのでき
る壁をダブルスキン化し、太陽
熱を季節に応じコントロールす
るトロンベウォール採用。

解体建屋外壁材の再利用

シミュレーションの結果、外壁
材には最も効率の良い木材を
使用し、木材は解体する建屋

現在の景観に配慮した外観イメージ

使用し、木材は解体する建屋
の外壁材を再利用する。

外壁材の再利用

循環用ファン

・アルミサッシ
Low-eガラス

・ガラリ(換気)
・アルミルーバー

河川風の取り入れ 放射熱を屋内へ

循環用ファン アルミル

トロンベウォールシステムイメージ図 5



4.4.省ＣＯ省ＣＯ２２技術の特徴技術の特徴（テーマ（テーマ22）） 本社棟

2. 地域特性エネルギーの高度活用技術

河川冷却風と免震層の地熱を生かした２つの既存階段室利用による風の誘引・排熱

ハブリット空調機
（自然通風＋外気冷房）

差圧排気窓

本社棟

排気側

排気側

階段室の煙突効果

排気側
給気側

階段室からの
自然通風

排気側

研究棟

河川冷却風
・置換換気効果
・ナイトパｰｼﾞ効果

給気側

免震層

半田運河

断面図

免震層（地熱利用）

超低圧損VAV制御 平面図
既存階段を免震層
まで延長

6

ダブルステップエアフローシステム ： 河川冷却 ＋ 地熱冷却 された風を二つの既存階段室を用いて
誘引・換気させ、自然の力のみで外気冷房（予冷・予熱）する。

4.4.省ＣＯ省ＣＯ２２技術の特徴技術の特徴（テーマ（テーマ22））
新中間実験棟

新企業情報発信施設

2. 地域特性エネルギーの高度活用技術

既存の井戸水と豊富な太陽熱に自然通風を併用したトータルエネルギーシステム

煙突は過去の風景を 酢造蔵の形状や構

造が持 伝統的な自再現した環境装置とし

て再生し、河川冷却風

を誘引する。

造が持つ伝統的な自

然共生の知恵を活か

し、 河川冷却風 を

誘引する誘引する。

酢製造で使用されてい

た 井戸水 と半田の豊

富な 太陽熱 を併用した

大空間を覆う大屋根に

太陽熱 温水パネルを富な 太陽熱 を併用

デシカント空調システム

により、未利用エネル

ギーを多段活用する。

太陽熱 温水パネルを

設置し、整備エリア内

にエネルギーの熱融

通する。

7



4.4.省ＣＯ省ＣＯ２２技術の特徴技術の特徴（テーマ（テーマ33））
本社棟

新企業情報発信施設

3. 昼光利用率拡大と自然な明るさ感による光環境ライフスタイルの提唱

先進的に研究開発された光環境設計システム （ＲＥＡＬＡＰＳ）の活用
水盤と大庇による反射光とトップライトの間接光を複合的に取り入れた、人工照明レス

既存輝度撮影
（検証・分析）

明るさ画像変換
（評価・予測）

光環境の適正化
（総合的な設計）

省エネ運用
（ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ）

■光環境の省ＣＯ２先導事業化へのプロセス

（検証 分析） （評価 予測）

特殊拡散光ﾌﾞﾗｲﾝ
ﾄﾞ〈羽根角と反射率の二重階調〉

トップライト太陽光パネル
既存執務室輝度画像

調光＋人感ｾﾝｻｰ
適正照明配
置により明る

ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ高さの低い腰高窓用に
階調効果を増強

庇

トップライト太陽光パネル

置により明る
さの不足感
を解消する 自然な明るさ感

（照明負荷の削減）

水盤

照明負荷の削減

明るさ画像

（ウ ブレ ト変換） 本社棟（執務室） 新企業情報発信施設（光の庭）

水盤

（ウェーブレット変換） 本社棟（執務室） 新企業情報発信施設（光の庭）

8
を最大限利用するための総合的な取り組み太陽光

4.4.省ＣＯ省ＣＯ２２技術の特徴技術の特徴（テーマ（テーマ44）） 全施設

4. 複数建物連携によるエネルギーのスマート・ネットワーク

複数に分散化された性格の異なる建物の省エネ・創エネ・蓄エネ情報を繋ぎ合わせ、建

部門別 ネルギ 見える化評価

物単体ではなくエリアで省ＣＯ２を実現しようとする地域ネットワーク網の整備

研究 実験本社

インターネット
・高い拡張性

情報発信
・省CO2PR
・環境教育

部門別エネルギー見える化評価

酢の里 その他 その他
とのつながり

地域の人

の環境活動チ ック

本社管理機能強化

エネルギー融通社員 の環境活動チェック

各エリアへの指示

ネルギ 融通
・太陽光発電
(本社⇔研究棟)
・太陽熱
(新企業⇔中間実験)

地域での負荷平準化

社員

9



5.CASBEE5.CASBEEによる環境性能評価による環境性能評価

本社棟（改修）
新研究棟（新築） 新企業情報発信施設（新築） 新中間実験棟（新築）

改
修 新修
後

新
築

全てAランク（四つ星）

本社棟 （改修前BEE＝0.8 → 改修後BEE2.2）
新研究棟 （BEE＝2.1）
新企業情報発信施設 （ ）

改
修
前

新企業情報発信施設 （BEE＝2.4）
新中間実験棟 （BEE＝1.5）

前
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6.6.省省COCO22効果と取り組み体制効果と取り組み体制

省CO２効果
「環境を軸としたテーマ」 の構成

テーマ1： 既存建物のストックを最大限有効活用した
経済的な負荷 準 整備

削減

ベンチマーク比
テーマ2：

経済的な負荷平準化システムの整備

地域特性エネルギーの高度活用技術

48%削減

※ 太陽光発電・改修による
外皮高断熱化を含む

テーマ3：

テーマ4：

昼光利用率拡大と自然な明るさ感による
光環境ライフスタイルの提唱

複数建物連携によるエネルギーのスマー

(ベンチマーク) (CASBEE計算) (CASBEE計算外)

複数建物連携による ネルギ のスマ
ト・ネットワーク

ミツカングループは、今後もCO2削減に継続的に取り組み、
末長く地域と共に歩んで行くことを目指します。 11



2013年1月23日
第11回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム
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ワークプレースの転換が生む環境志向オフィスワークプレースの転換が生む環境志向オフィス

日本生活協同組合連合会日本生活協同組合連合会日本生活協同組合連合会日本生活協同組合連合会

プロジェクトの概要プロジェクトの概要
本プロジェクトは 都心部に建つ本部機能オフィスである その計画にあたり 「働きや本プロジェクトは、都心部に建つ本部機能オフィスである。その計画にあたり、「働きや

すさ（安全性、快適性、BCP）」と、「環境への優しさ（省CO2化、持続性）」を高次元に
両立する「次世代環境志向オフィスの創生」を目指した。この実現には、従来型ワーク
プレースに環境技術を当てはめるだけでは限界があり、ワークプレースのあり方の転換
が必要であると考える。
本プロジェクトでは 「働きやすさ」と「環境への優しさ」を両立する新しいワークプレース本プロジェクトでは、「働きやすさ」と「環境への優しさ」を両立する新しいワークプレース

を創生するために、「平面計画・断面計画の逆転の発想」から生み出された「ペリメータ
アイルシステム」「リバーススラブシステム」を環境建築の基本骨格とし、これらに最先
端の環境志向技術を融合することによって、そのパフォーマンスを最大限に高める工
夫を行った。

計画地

（仮称）第二プラザビル（仮称）第二プラザビル

敷地面積： 1 556m2

計画地エメラルド
ビーチ

敷地面積： 1,556m2

延床面積： 7,450m2

地上8階 地下2階
構 造：SRC造 美ら海水族館神宮の森構 造：SRC造
事務所ビル
東京都渋谷区千駄ヶ谷

美ら海水族館神宮の森

計画地

工 期：H25年3月～H26年8月（予定）



平面計画・断面計画の逆転の発想平面計画・断面計画の逆転の発想 「ペリメータアイル」「ペリメータアイル」

新しいワ クプレ ス従来のワ クプレ ス 新しいワークプレース
ペリメータが緩衝空間⇒低熱負荷
ブラインド・窓が開けやすい⇒自然採光/換気
全ての人が窓辺を移動⇒景観を楽しめる

従来のワークプレース
ペリメータ空調が高負荷
ブラインド・窓を閉めがち

部の人が窓辺を占有 全ての人が窓辺を移動⇒景観を楽しめる一部の人が窓辺を占有

「リバ ススラブ」「リバ ススラブ」「リバーススラブ」「リバーススラブ」

オフィスの全フロアを逆梁構造とする
⇒天井は躯体スラブ表し⇒天井は躯体スラブ表し
⇒環境志向技術の効果向上と導入費用削減
⇒非常時対応の収納スペースにも活用

ワークプレースの転換が生む環境志向技術（その１）ワークプレースの転換が生む環境志向技術（その１）

①グリーンブラインド＆バルコニー＆Low-E
つる植物を用いてグリーンブラインドを構築

葉面灌水 

季節感のあるつる植物 

花の香り 

Low-E ガラス 日射遮蔽・断熱効
果 葉面灌水による

花 香り

涼やかな風

十分な客土 

粉塵の軽減 

果・葉面灌水による
蒸散冷却効果
知的生産性向上・
癒しに貢献

騒音の軽減 

②吸着式冷凍機＆太陽熱＆コージェネ

癒しに貢献

②吸着式冷凍機＆太陽熱＆コ ジェネ
太陽熱・コージェネ排熱で超高効率熱源を構築

吸着式冷凍機
⇒省エネ効果大

電力電力
⇒照明・コンセントに供給



ワークプレースの転換が生む環境志向技術（その２）ワークプレースの転換が生む環境志向技術（その２）

③床吹出空調＆天井スラブ放射空調
リバーススラブにより

配管埋設天井スラブ放射空調を構築

ペリメ タアイルの緩衝空間でペリメ タ空調レス化ペリメータアイルの緩衝空間でペリメータ空調レス化
低コストで快適な放射環境を実現

④デシカント外調機＆井水・雨水熱利用④デシカント外調機＆井水・雨水熱利用
＆クールヒートチューブ

潜熱・顕熱分離システムを構築

自然エネルギー
外気予冷予熱

⇒中温度冷水システム
を実現

ワークプレースの転換が生む環境志向技術（その３）ワークプレースの転換が生む環境志向技術（その３）

⑤自然換気＆蒸散冷却＆ダイレクトナイトパージ

自動開閉窓+
グリ ンブラインド蒸散冷却グリーンブラインド蒸散冷却
⇒自然換気効果を促進

リバーススラブに直接蓄冷
⇒ダイレクトナイトパージを⇒ダイレクトナイトパージを

実現

⑥タスク＆アンビエント照明

タスク・アンビエント一体型照明タスク アンビエント 体型照明
を採用

⇒
フレキシビリティと省エネを両立フレキシビリティと省 ネを両立

⑦ＢＥＭＳ＆省ＣＯ２インフォメーション

地下鉄接続を利用して、効果を一般に公開
⇒波及・普及効果大⇒波及 普及効果大



環境性能・省ＣＯ環境性能・省ＣＯ２２効果効果

■■CASBEECASBEE新築新築

SSランクランク
（（BEEBEE＝＝3.13.1））

■■COCO22削減量削減量

298 5 t298 5 t COCO //年年 4747 ％削減％削減

700

800
対象工事費 CO2削減量 CO2削減コスト

[千円] [ton-CO2/年] [千円/ton]
提案項目

298.5 ton298.5 ton--COCO22//年＝年＝47 47 ％削減％削減

400

500

600

700

[t
on

-C
O

2
/年

] [千円] [ 2 ] [千円 ]
① グリーンブラインド＆バルコニー＆Low-E 230,000 35.9 6406.9

～新しいワークプレースに貢献する壁面緑化スキンシステム～
② 吸着式冷凍機＆太陽熱＆コージェネ 171,000 30.6 5586.1

～自然エネルギーをベースとした超高効率熱源システム～
③ 天井スラブ放射空調＆床吹出空調 158,500 57.1 2778.1

～ペリメータアイル/リバーススラブから生まれた天井スラブ放射空調システム～
④ デシカ ト外調機 井水 雨水熱利用 ク ト ブ 9 000 63 1490

100

200

300

400

C
O

2
排

出
量

 

47%削減

④ デシカント外調機＆井水･雨水熱利用＆クールヒートチューブ 95,000 63.7 1490.7
～自然エネルギーベース熱源を支える外気供給システム～

⑤ 自然換気＆蒸散冷却＆ダイレクトナイトパージ 50,000 25.4 1971.9
～外気供給・空調システムと連動した自然換気・ナイトパージシステム～

⑥ タスク＆アンビエント照明 84,700 47.8 1771.7
～リバーススラブを活かしたタスク＆アンビエント一体型照明システム～

⑦ BEMS＆省CO2インフォメーションシステム 30 000 38 0 788 7

0

100

比較対象 本プロジェクト

⑦ BEMS＆省CO2インフォメ ションシステム
～システムの運転最適化・省エネ計画の立案による省CO2効果～

30,000 38.0 788.7

合　計    819,200 298.5 2744.5

ご清聴ありがとうございました。

日本生活協同組合連合会日本生活協同組合連合会

清聴ありがとう ざいました。
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太陽をフル活用した太陽をフル活用した
次世代低層賃貸住宅の普及次世代低層賃貸住宅の普及次世代低層賃貸住宅の普及次世代低層賃貸住宅の普及

大和ハウス工業株式会社大和ハウス工業株式会社大和ハウス工業株式会社大和ハウス工業株式会社

大阪中央支店大阪中央支店

１．事業概要１．事業概要

省ＣＯ省ＣＯ２２への取り組みが遅れている低層賃貸住宅でへの取り組みが遅れている低層賃貸住宅で

建物 性能建物 性能（（ ドド ）） 居者 生活居者 生活（（ トト ）） 方から方から建物の性能建物の性能（（ハード面ハード面））、、入居者の生活入居者の生活（（ソフト面ソフト面））の双方からの双方から

省ＣＯ省ＣＯ２２を実現する提案を行うを実現する提案を行う。。

建設会社建設会社・・賃貸管理会社賃貸管理会社・・地元電力会社の３社が連携して事業を行い地元電力会社の３社が連携して事業を行い建設会社建設会社・・賃貸管理会社賃貸管理会社・・地元電力会社の３社が連携して事業を行い地元電力会社の３社が連携して事業を行い

多角的な検証と多方面への普及多角的な検証と多方面への普及・・波及に取り組む波及に取り組む。。

■ 建築計画

・大阪府下を中心に建設予定

・１棟４世帯の次世代低層賃貸住宅を５棟２０世帯建設予定

・合計床面積1177.95㎡（１棟235.59㎡のモデルプランを想定）

■ プロジェクトの実施体制

・大和ハウス工業株式会社（建設会社）・大和ハウス工業株式会社（建設会社）

・大和リビング株式会社（賃貸管理会社）

・関西電力株式会社（地元電力会社）関西電力株式会社（地元電力会社）



２．建物の性能による省ＣＯ２．建物の性能による省ＣＯ２２への取り組みへの取り組み①①

太陽光：太陽光発電太陽光：太陽光発電、、大気熱：エコキュート大気熱：エコキュート、、太陽熱：ソーラーシステム太陽熱：ソーラーシステム

ギギ３つの太陽エネルギーをフル活用して大幅な省ＣＯ３つの太陽エネルギーをフル活用して大幅な省ＣＯ２２を実現を実現。。

■ 太陽光発電
１棟当たり６ｋＷの搭載を想定。

物件毎のニ ズに合わせて住戸

■ ソーラーシステム
一部物件にはエネルギー効率の高いソーラー

システムを太陽光発電と併用して設置物件毎のニーズに合わせて住戸

連携と共用部連携の両方に対応。

システムを太陽光発電と併用して設置。

日中の在宅率の低い賃貸住宅でのエネルギー

の地産地消へ向けた検証を行う。産 検証を行う。

３．建物の性能による省ＣＯ３．建物の性能による省ＣＯ２２への取り組みへの取り組み②②

太陽光発電設置のメリットを住戸連携太陽光発電設置のメリットを住戸連携、、共用部連携のどちらの場合にも共用部連携のどちらの場合にも

オ ナオ ナ 入居者の双方に還元することでオ ナ の多様なニ ズに応入居者の双方に還元することでオ ナ の多様なニ ズに応オーナーオーナー、、入居者の双方に還元することでオーナーの多様なニーズに応入居者の双方に還元することでオーナーの多様なニーズに応

えると共に持続的な賃貸経営を実現えると共に持続的な賃貸経営を実現。。

■ 共用部連携
余剰電力を売電。 太陽光発電

■ 住戸連携
各住戸の電力をまかない余剰電 を売電。

日中の共用部電力消費
は少ないため、約９０％
が売電され 売電益は

陽 発電 各住戸 電 を な
省ＣＯ２を実施。
入居者には光熱費削減の
メリット オーナーには物件が売電され、売電益は

オーナーの賃貸経営利益
にプラス。

メリット、オ ナ には物件
の付加価値、相場より高い
家賃設定として還元。

賃貸オーナー 入居者

■ 売電益を入居者に還元
余剰電力の売電益の 部からインタ ネットやセキュリティ余剰電力の売電益の一部からインターネットやセキュリティ
のランニング費用を支払い、入居者へ還元。



４．建物の性能による省ＣＯ４．建物の性能による省ＣＯ２２への取り組みへの取り組み③③

建物断熱性能の向上と照明のＬＥＤ化建物断熱性能の向上と照明のＬＥＤ化、、屋外環境への配慮により屋外環境への配慮により

さらなる省ＣＯさらなる省ＣＯ を実現を実現さらなる省ＣＯさらなる省ＣＯ２２を実現を実現。。

■ 断熱等級４ ■ 外部環境への配慮■ 断熱等級４
高気密、高断熱のプレハブ外壁パネル

にＬｏｗ-Ｅガラスの複層サッシを組み合

■ 外部環境への配慮
積極的な緑化と保水性舗装の採用で夏季の

熱環境を改善。雨水タンクと連動した自動灌水

わせて断熱等級４を確保。 システムを導入し緑の維持、管理へも配慮。

■ 照明のＬＥＤ化
照明器具は屋内、屋外共に全てＬＥＤを設置。（入居者が設置するものを除く）

消費電力の削減と照明器具の長寿命化により省ＣＯ２を実現。

５．入居者への生活提案による省ＣＯ５．入居者への生活提案による省ＣＯ２２への取り組みへの取り組み

ＨＥＭＳによる電力の見える化から入居者の省ＣＯＨＥＭＳによる電力の見える化から入居者の省ＣＯ２２への意識を誘引への意識を誘引。。

消費電力削減に有効な消費電力削減に有効な““省エネ応援アイテム省エネ応援アイテム””を設置することで見える化を設置することで見える化消費電力削減に有効な消費電力削減に有効な 省エネ応援アイテム省エネ応援アイテム を設置することで見える化を設置することで見える化

との相乗効果による入居者の積極的な省ＣＯとの相乗効果による入居者の積極的な省ＣＯ２２活動を期待する活動を期待する。。

■ ＨＥＭＳ
入居者への電力の見える化と共に、管理会社の

協力を得て収集されたデータの検証から入居者
相乗効果

協力を得て収集されたデータの検証から入居者

への更なる省エネ活動につながるコンサル活動

や今後の改善提案へつなげる。

省エネ応援アイテム

■ 風の通るプラン、保水性テラス
テラス、バルコニーから住戸を貫通する風の通り道を

考慮したプランニングにより室内熱負荷を軽減。

■ スイッチ付

コンセント
待機電力を

■ ＬＥＤ調光照明
ライフシーンに応じた照度に

調整し消費電力を削減。

■ 遮熱スクリーン
遮熱効果の高い外付け

スクリーンにより、夏季の考慮したプラン ングにより室内熱負荷を軽減。

１階のテラスは保水性舗装とし、打ち水効果による

更なる熱環境の改善を実現。

待機電力を

こまめにカット。

調整し消費電力を削減。

室内のデザイン性も向上。

スクリ ンにより、夏季の

日射の遮蔽、冬季の日射

の取得を調整。



６．事業全体での省ＣＯ６．事業全体での省ＣＯ２２効果効果

建物の性能による省ＣＯ建物の性能による省ＣＯ２２と入居者への生活提案による省ＣＯと入居者への生活提案による省ＣＯ２２

を総合して大幅な省ＣＯを総合して大幅な省ＣＯ２２を実現を実現。。を総合して大幅な省ＣＯを総合して大幅な省ＣＯ２２を実現を実現。。

入居者の光熱費も従来の賃貸住宅に比べ大幅に削減入居者の光熱費も従来の賃貸住宅に比べ大幅に削減。。

快適な住環境と合わせて入居者に選ばれる価値の高い物件となる快適な住環境と合わせて入居者に選ばれる価値の高い物件となる。。

■ 省ＣＯ２効果

従来の賃貸住宅

建物の性能
による省ＣＯ２

６０％６０％

３つの省CO２への取り組みを総合
して従来の賃貸住宅と比較して
５０％以上CO２を削減。４０％４０％

による省ＣＯ２

ＨＥＭＳ
による省ＣＯ２

省エネ応援アイテム

５０％５０％

HEMSから収集したデータの検証を

＋１０％＋１０％

省エネ応援アイテム
による省ＣＯ２

５０％以下５０％以下 HEMSから収集したデータの検証を
基に入居者へのコンサル活動を行い
更なる省CO２を目指す。※建物の性能による省CO２はCASBEEのLCCO２計算シートより算出

＋＋αα

■ 光熱費削減効果

３つの省CO２への取り組みを総合
して従来の賃貸住宅と比較して

本事業の検証から実際の入居者の光熱費を
算出 具体的な金額で次世代低層住宅のして従来の賃貸住宅と比較して

約６５％光熱費を削減。
※光熱費削減量は当社試算による

算出。具体的な金額で次世代低層住宅の
メリットを提案。高い家賃設定へつなげていく。

７．普及・波及に向けた取り組み①７．普及・波及に向けた取り組み①

建設会社建設会社・・賃貸管理会社賃貸管理会社・・地元電力会社の３社が連携して事業を進める地元電力会社の３社が連携して事業を進める

ことによりことにより オーナーオーナー・・入居者の実情に沿った具体的な提案入居者の実情に沿った具体的な提案・・改善活動に改善活動にことによりことにより、、オーナーオーナー・・入居者の実情に沿った具体的な提案入居者の実情に沿った具体的な提案・・改善活動に改善活動に

取り組むと共に自社取り組むと共に自社・・賃貸業界にとどまらない幅広い普及賃貸業界にとどまらない幅広い普及・・波及を行う波及を行う。。

入居者への省エネコンサル活動

フィードバック

建設会社建設会社
大和 ウ 業㈱大和 ウ 業㈱

賃貸管理会社賃貸管理会社
大和リビ グ㈱大和リビ グ㈱

地元電力会社地元電力会社
関西電力㈱関西電力㈱

フィードバック
サポート

情報提供
連携

大和ハウス工業㈱大和ハウス工業㈱大和リビング㈱大和リビング㈱ 関西電力㈱関西電力㈱
フィードバック

・入居者への丁寧な事前説明により
省エネ設備への理解と本事業への協力を得る

・賃貸住宅業界のリーディング企業として本事業の計画
成果について報告 賃貸業界全体での普及に取り組む

・大和リビング㈱と連携し、入居者への
コンサル活動をサポ ト省エネ設備への理解と本事業への協力を得る。

・入居者アンケートや、HEMSデータの収集から
入居者満足度や省CO2効果をフィードバック。

・自社を含む 管理・仲介会社への本事業のＰＲ

成果について報告。賃貸業界全体での普及に取り組む。

・完成現場見学会やセミナーを通じて入居者に選ばれる
賃貸住宅とは何か、次世代賃貸住宅の持続的な価値
経営メリットをPR。

コンサル活動をサポート。

・本事業による効果と実績を関係する
業界及び幅広い層へのＰＲ活動を実施し
普及･波及のサポートに取り組む。

・自社を含む、管理・仲介会社への本事業のＰＲ。
次世代低層賃貸住宅の意識付けに取り組む。 ・省CO2効果、入居者アンケートを検証。それを生かして

継続的に新たな計画に取り組む。

入居者・地域住民 賃貸オーナー・自社(全国)・賃貸業界 地域・社会



８．普及・波及に向けた取り組み②８．普及・波及に向けた取り組み②

オーナーと入居者の双方への実績に基づいた次世代低層賃貸住宅を選ぶオーナーと入居者の双方への実績に基づいた次世代低層賃貸住宅を選ぶ

具体的な金額でのメリットの提示と具体的な金額でのメリットの提示と、、賃貸住宅を選ぶ際の新しい基準と賃貸住宅を選ぶ際の新しい基準と具体的な金額でのメリットの提示と具体的な金額でのメリットの提示と、、賃貸住宅を選ぶ際の新しい基準と賃貸住宅を選ぶ際の新しい基準と

して省エネして省エネ・・エコの項目が入るよう訴求することが本事業の普及エコの項目が入るよう訴求することが本事業の普及・・波及波及

につながるにつながる。。

省 ネ住宅における光熱費削減 提案は現在も行 るが ある条件 試算に

■ 具体的な金額でのメリットの提示

省エネ住宅における光熱費削減の提案は現在も行っているが、ある条件の下での試算に
とどまっている。本事業では賃貸管理会社の協力を得て、実際の入居者の光熱費を収集
検証することで具体的な金額でそのメリットを提示することが出来る。

相場より高い家賃設定であっても入居者は光熱費の削減を見込んで検討することができる相場より高い家賃設定であっても入居者は光熱費の削減を見込んで検討することができる。
オーナーは多くの初期投資をしても高い家賃により事業採算を確保することができる。

■ 賃貸住宅の新しい評価基準の創出■ 賃貸住宅の新しい評価基準の創出

賃貸住宅の評価基準は立地・家賃・間取り・住設機器等、様々あるが、省エネ・エコは
評価しづらい項目で評価基準になっていないのが現状である。本事業での入居者アン
ケート等を広くPRすると共にCASBEE等の評価値を用いて分かり易いかたちで表現
していくことが必要だと考える。


